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諸外国における客観的根拠に基づく教育政策の推進に関する状況調査 

                                （文部科学省委託調査） 

◆目的 

我が国における客観的根拠に基づく教育政策を総合的に推進する体制を構築するに当たって参考となる情報を得る 

ため、諸外国における客観的根拠に基づく教育政策の推進に関する状況について調査を実施する。 

 

◆主な調査項目 

 ○ 諸外国における客観的根拠に基づく教育政策を推進する体制（教育施策の効果を専門的・多角的に分析、検証する  

    ために必要なデータ・情報の体系的な整備や、実証的な研究の充実も含めた総合的な体制の在り方） 

 ○ 教育政策担当者・教育分野の研究者・学校現場等の客観的根拠に対する認識   等 

 

◆調査実施方法 

  文献調査及び現地インタビュー 

 

◆調査対象国 

  イギリス及びアメリカ 

 

◆調査委託先 

  三菱UFJリサーチ＆コンサルティング 

12月19日時点 中間報告 

資料１ 
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＜イギリス＞教育分野における客観的根拠の創出・活用状況 

文献調査及び現地インタビューで把握できた主要なトピックス 

客観的根拠をつかう 

 教育省は客観的根拠を基に教育政策の効果と現状 

  の課題を特定し、政策を立案・実施。 

 EEF等は政策研究が優先的に必要な領域を把握。 

 教育現場では、学校の経営層の64％がEEFの「The  

  Teaching and Learning Toolkit」を意思決定時に参照 

  している状況。 

客観的根拠をつくる 

 教育省は政府統計や全国調査などを実施し、初等中等教育や就学前教育に関しては詳細な教育効果の分析ができるデータベースを構築。 

 EEFは一次研究推進のため、大学等の研究者から実証研究アイディアを公募・選定し研究費を助成。 

 EEFは大学のリサーチセンター等の専門家に系統的 

  レビューの実施を依頼。系統的レビューにおいては、 

  特定の課題に関する既存研究を系統的（システマ 

  ティック）に収集・整理・統合 

 EEFは研究から得られた客観的根拠を教師や教育委 

  員会などの教育関係者が利用しやすい形で情報提供。 
 The Teaching and Learning  Toolkit（各取組の教育 

  効果・コスト・客観的根拠の確からしさを見える化した 

  ウェブサイト） 

 ガイダンスの作成・配布等 

客観的根拠をつたえる 

 教育省・公益団体・大学等が協調した組織横断的なサイクル（エコシステム）の形成 
 

 初等中等教育分野では、イギリス国内の地域間格差や社会経済的背景による格差の是正を主目的として、客観的 
   根拠を教育政策に積極的に導入。全体として各主体が協調的に役割を果たす「エコシステム」として機能。 
 

 教育省が設置時に資金提供したThe Education Endowment Foundation (EEF) 等の公益団体が、独立性を保ちつつも 
教育省と密に連携。公益団体は、客観的根拠をつくる場面では大学等の研究者と協働、つたえる場面では教育現場の 

   利便性を高めるツールを開発。 
 

 高等教育分野では、エコシステムは形成されていないが、研究資金配分を行う政府系機関（イングランド高等教育財政
カウンシル）が、配分の際の成果志向を強めている。 
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＜イギリス＞客観的根拠に対する認識、組織開発・人材育成に関する取組 

文献調査及び現地インタビューで把握できた主要なトピックス 

 客観的根拠に対する認識 
 

 教育省が2016年5月に発行した白書「Educational Excellence Everywhere」では、教師のリーダーシップ強化や国家 

     予算の効果的配分を進めると同時に、客観的根拠に基づく教育政策をさらに推進することを繰り返し言及している。 
   教育省へのインタビューでは、必ずしも全てが客観的根拠に基づいているわけではないが、教育政策がなるべく 
   客観的根拠に基づいて行われるように取り組んでいるとのコメントも得られた。 
 

 会計検査院の調査では、学校の経営層の64％がEEFの「The Teaching and Learning Toolkit」を意思決定時に参照して
いると回答。また、教育省の調査結果では、教師の16％がティーチングアシスタントに関するEEFのガイダンス（推奨）
を実践しており、52％が既読もしくは存在を知っていると回答している。 

 

 本調査における教育現場（小学校の校長）へのインタビューでは、約半数程度の学校が客観的根拠の活用に前向き
で、教師自身で調査を行った結果を教育実践に活かしているのではないかとのコメントも得られた。 
 

 組織開発・人材育成に関する取組 
 

 教育省には社会学、オペレーションズ・リサーチ、統計学、経済学の４つの専門職があり、約200名のアナリストが 
       常駐している（10～20人の政策立案者に１人の割合）。政策立案者が客観的根拠を使用する際、アナリストがその 
       限界や注意点を把握し、研究方法を確認することが行われている。また、中間管理職以上の政策立案者はアナリスト 
       が実施する講習（５日間のコース）を受講するなど、アナリストによる人材育成も行われている。 
 

 初等中等教育分野では、自治体を経由せず教育省から学校に直接配分される資金が増加し、学校現場での取組が
より一層重視される傾向にある。 

 

 学校の経営層のリーダーシップ開発として、教育省ではNational College for Teaching and Learningを設置して 
       人材育成を直接担っている。他の大学でも同様のコースを設けて研修を提供するとともに、地域の学校との連携を 
       深め、実証的な研究を通じて新たな客観的根拠を創出できる環境整備に取り組んでいる。 

3 今後、イギリスにおけるサイクル形成までの経緯や成果等を調査し、日本への示唆を整理する予定。 
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（参考）＜イギリス＞ 客観的根拠に基づく教育政策の関係機関相関図（マッピング） 
関係機関における相関関係（主要なものを抜粋、イングランドの場合） 

教育省 

イングランド 

高等教育財政 

カウンシル 

民間調査会社 

非営利団体 

地方自治体 

大学（研究者） 

ビジネス・ 
エネルギー・ 
産業戦略省 

教育機関 

教育水準局 

民間財団 

EEF 

資金拠出機関 資金分配機関 
客観的根拠の創出・ 
伝達機関 

客観的根拠の創出 客観的根拠の伝達 資金拠出 

（凡例） 

（機関別の主な機能） 

○教育省は、主に資金拠出機関として
EEFや大学に研究を委託し客観的根拠
を創出。また、教育水準局を通じ初等 

 中等教育機関を監査した結果や統計等
を用いて政策評価を行い、その結果を 

 政策立案に反映。 

○ビジネス・エネルギー・産業戦略省は 

 資金拠出機関として、イングランド高等
教育財政カウンシルに資金を拠出。 

○イングランド高等教育財政カウンシルは、
高等教育機関の研究の評価結果に応じ
資金を配分。 

○民間財団は非営利団体に資金を拠出し、
効果的なプログラムの実施を支援。 

○EEFは、教育省や民間財団の助成や 

 委託を受けて大学（研究者）に一次・二
次研究を委託するほか、初等中等教育
機関に客観的根拠の活用を促す。 

○大学は、中央政府やEEFの資金を得て

教育機関・非営利団体・民間企業と共同
で客観的根拠を創出、実践に還元。 

○非営利団体は、民間財団の助成や地方
自治体の委託を得て、各種プログラムや
サービスを教育機関に提供。 

○教育政策の研究・評価を専門とする 

 民間調査会社は、大学との共同研究で
客観的根拠を創出し、教育実践に適用。 

○地方自治体は大学との連携や非営利
団体・民間企業からサービスを購入し、
教育現場にプログラムを提供（ただし 

 近年は役割が縮小）。 

○教育機関は、客観的根拠に基づいた 

 プログラム等を適用し、教育実践に活用。 
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＜アメリカ＞教育分野における客観的根拠の創出・活用状況 

文献調査及び現地インタビューで把握できた主要なトピックス 

客観的根拠をつかう 

 IESは連邦教育省からの独立性が認められており、 

    客観的事実を基に政策立案者に指針を提供、政策 

    立案者はこれを踏まえた意思決定が可能。 

 研究成果を教育実践で活用していくための人材育成 

   や環境整備が必要。 

    官民協働により研究成果と実践をつなぐ方策を模索中。 

客観的根拠をつくる 

 現状把握のためのデータベース構築が50州すべてで完了。一部では厳格にプライバシー保護や秘匿化をした上で、学校教育以外のデータ

（就学前教育、高等教育、労働、犯罪経歴等）とも連結されている。 

 効果的な政策立案やそれに寄与する研究を学区・州教育委員会や研究者に促すため、連邦教育省は客観的根拠の水準を階層化、一部研究

費助成とも連動。 

 連邦教育省ではIESの設置により、政策分析を高度 

    化。以前はデータベースを教育現場の評価に用いた 

    ことに反発があったが、法改正により今後は教育実 

    践改善の側面支援に活用される見通し。 

 他方、連邦レベルで実施している系統的レビューの 

    結果や、研究で得られた効果的なプログラムの情報 

    は、学区・州教育委員会や教師には浸透していない。 

客観的根拠をつたえる 

 現状分析や研究を強力に推進、ただし教育実践に有用な客観的根拠をつたえる・つかう場面には課題も 
 

 

 連邦教育省は2002年にInstitute of Education Sciences (IES) を設置。IESでは教育政策の統計整備・現状分析・研究推進
を担うとともに、連邦教育省の政策立案者と連携して客観的根拠に基づく教育政策を実施。 

 初等中等教育分野では2002年制定のNo Child Left Behind Act (NCLB) から2015年にEvery Student Succeeds Act (ESSA) 
に改正されたことで、自治体の裁量権が一層拡大。連邦教育省は情報提供や技術的支援など側面支援の役割に。 

 客観的根拠の創出の面では機能しているが、わかりやすい伝達や活用促進の面では課題を残しているとの指摘もある。 
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＜アメリカ＞客観的根拠に対する認識、組織開発・人材育成に関する取組 

文献調査及び現地インタビューで把握できた主要なトピックス 

 客観的根拠に対する認識 
 

 州規模の学力テストの実施やデータに基づく評価を重視していたNCLBとは異なり、ESSAでは自治体の裁量権を一層 
   拡大。法的な強制力を持たないガイドラインの提示とともに、情報提供や技術的支援等の側面支援により客観的根拠の 
       活用を推進。 
 

 IES内のWhat Works Clearinghouse (WWC) は研究の評価を行うとともに、その結果を統合した系統的レビュー等も実施。
ただし、コロラド大学ボルダ―校が全国の初等中等教育機関の校長や学区のリーダーを対象として2016年に実施した
調査では、IESによる情報発信はあまり参照されていないとの結果。本調査における大学教授へのインタビューでも、 

   現場の教師は客観的根拠の活用に慣れていないとコメント。 

 
 組織開発・人材育成に関する取組 
 

 IESでは科学的研究の経験を持つ職員が統計やデータベースを活用し、現状把握・政策評価の高度化を実現。政府から
の独立性が法的に担保されており、データに基づき政策立案者に客観的かつ有益な情報を提供することが可能。 

 

 連邦教育省ではESSAのガイドラインの中で、客観的根拠の水準を4段階に階層化して分かりやすく示すことで、研究者
以外の関係者の客観的根拠に対する理解を促進。また、州教育委員会についてはESSAに対応した教育政策の計画の
策定を求めており、教育省内に進捗をモニタリングする部門を設置して技術的支援も提供。 

 
 

 学区・州教育委員会や教育現場では、研究成果を教育実践で活用していく点に課題があるが、IES内のRegional 
Educational Laboratories（REL：全米10箇所に設置されている、客観的根拠に基づく教育政策の地域への導入を促す 

       機関）でも民間の取組を参考に、研究者と実践者の連携を促す方策を採用。人材形成と現場での客観的根拠の活用を 
       同時並行で推進。 

 
 

 研究者に対しては、ESSAの4段階の階層と整合する形でWWCでも客観的根拠の水準を示しており、WWCの研修を 
        通じて浸透を図っている。さらに研究費助成の際も階層に応じてインセンティブを付与。 
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今後、アメリカにおける研究成果の教育実践への活用に関する課題等を調査し、日本への示唆を整理する予定。 
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（参考）＜アメリカ＞ 客観的根拠に基づく教育政策の関係機関相関図（マッピング） 
関係機関における相関関係（主要なものを抜粋） 

連邦教育省 

非営利団体 

大学（研究者） 

IES 

 

 

民間財団 

州教育委員会 

教育機関 

学区教育委員会 

資金拠出機関 資金分配機関 
客観的根拠の創出・ 
伝達機関 

客観的根拠の創出 客観的根拠の伝達 資金拠出 

（凡例） 

（機関別の主な機能） 
○連邦教育省は、ESSA等の法律の制定、

Race to the topやi3といった競争的資金
の交付で州教育委員会に関与。 

○IESは連邦教育省の研究評価・統計部門
として2002年に設立された機関で、州単位

で整備されているパネルデータにより政策
評価を行う。WWCやRELを有するNCEE

など4部門に大別できる。 

○RELは、客観的根拠に基づく教育政策の
地域への導入を推進する機関であり、 

   現在は全米10箇所。NCEEが教育政策の

研究・評価を専門とする民間調査会社に
委託し、自治体に技術的支援を提供。 

○WWCは、大学(研究者)や民間企業に 

   客観的根拠の水準を示すことで、より質の
高い客観的根拠の創出を促進。 

○教育政策や教育実践に関心を有する 

 民間財団は、自治体・大学・非営利団体 

   などへの資金提供を通じ、客観的根拠の
創出・適用を推進。 

○大学(研究者)は、IESや民間財団から 

   研究費を得て、自治体・非営利団体・教育
機関等と協働し客観的根拠を創出。 

○自治体のうち州教育委員会は、連邦教育
省が示す法律やガイドラインを参照しつつ、
競争的資金を獲得し客観的根拠に基づく
教育政策を推進。 

○学区教育委員会は、州教育委員会ととも
に多様な主体と客観的根拠の創出・適用
を担い、教育機関の実践を推進。 

○教育機関は、客観的根拠の創出・伝達機
関との協働体制や情報提供を受けて、客
観的根拠に基づいたプログラム等を適用
し、教育実践に活用。 

REL WWC 

民間調査会社 

６ページに合わせました 

６ページに合わせました 
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